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総 務 部 人 事 課 



１ 策定の趣旨 

 社会経済情勢の変化の中で，多様化・高度化する市民ニーズに対応し，かつ，公

正・透明な開かれた市政の実現のため，プライバシー保護を視野に入れながら，市

民の｢知る権利｣を最大限保障し，多くの市民が市政運営に参加できる機会を拡充す

ることが重要なこととなっております｡ この取扱いは，多様化・高度化する市民ニ

ーズに的確に対応する行政運営を進めていくに当たり，市政への市民意見の反映を

図り，市民の市政に対する理解と関心を高めるため，法律または条例で設置される

｢附属機関｣や要綱等により市民の参加を求めて行政に対する意見を聴く｢その他の

会議｣(以下｢附属機関等｣という｡) の設置等について，より適切な運用を行うため

に策定するものです｡ 

 

２ 附属機関等の定義 

(1) 附属機関 

   地方自治法１３８条の４第３項に基づき，調停，審査，諮問または調査を行う

ために設置された法律または条例に基づく合議制の機関をいい，原則として定期

的，恒常的または長期にわたり必要な場合に設置します｡ 

(2) その他の会議 

   法律および条例によらず要綱等に基づき，特定の行政目的を達成する際に専門

 的な知識を参考にする場合や，広く市民からの意見を聴くことが必要である場合

 に設置するものをいい，いわゆる私的諮問機関といわれるものを含みます｡ 

 

３ 附属機関等の設置 

  附属機関等の円滑な運営を図るため，新たに附属機関等を設置する場合や既存の

附属機関等の見直しを行うに当たっては，次の事項に留意するものとします｡ 

(1) 設置目的の類似する附属機関等の設置を防ぎ，審議事項の重複を避けるため，

既に類似の附属機関等がある場合は，必要に応じて既存のものの所掌事項の範囲

拡大や専門委員会を設置するなどしてその活用を図ることとします｡ 

また，新たに附属機関等を設置する場合は，あらかじめ人事課と協議すること

とします｡ 

(2) 設置しようとする附属機関等の所掌事項が臨時的かつ比較的短期間なものであ

る場合は，存置期限を明示することとします｡ 

(3) 既存の附属機関等においては，その役割や必要性を検討し，所期の目的が達成

されているもの，通常の事務処理で十分対応できるもの，活動が著しく低調なも

の，祉会経済情勢の変化等により必要性が低下したものは廃止することとします｡ 



４ 附属機関等の構成員 

  附属機関等の構成員の委嘱等に当たっては，市民の幅広い意見および専門的な視

点からの意見反映ならびに公平性の確保等を図る必要があることから，次の事項に

留意するものとします｡ 

(1) 公募制の導入 

   市民ニーズが多様化・高度化し，行政の所掌範囲がますます広がっていく中で，

附属機関等における調査・審議の場は，市民が様々な市政運営に参加し意見を反

映できる機会として重要な役割を果たすことから，原則，市民からの公募枠を設

けるものとします｡ 

   ただし，専門的な一定の事柄について審議し結論を出すものや利害関係の処分

等に関し審査，審議または調査をするものを除くこととします｡ 

   また，公募枠については，個別の附属機関等において随時見直しを図り，拡充

に努めることとします｡ 

   なお，公募の方法等については，別に定めるところによるものとします｡ 

(2) 女性,青年登用の推進 

   各分野における女性や青年の参加を促進し，より多くの女性や青年の意見を行

政に反映させるため，附属機関等の全体に占める割合を,概ね女性３５％以上（平

成３９年度までに達成）,青年（３９歳以下）１０％以上を目標とし，公募枠，団

体推薦枠，学識経験者の分野などからの登用を積極的に図ることとします｡ 

   特に，女性の登用を促進するため，推薦団体への推薦の依頼に当たっては，優

先的に女性を推薦してもらうよう依頼するものとします。 

(3) 市議会議員,市職員の取扱い 

   附属機関等は，執行機関がその行政執行に当たり，住民や地域の意見を取り入

れていくために設置されるものであり，自治体の意思決定機関である議会の構成

員の議員や執行機関の職員が附属機関等の構成員に就任することは好ましいこと

ではないことから，法令等で明確に規定されている場合以外は附属機関等の構成

員としないこととします｡ 

   なお，執行機関の職員が専門的な知識や技術を提供する必要がある場合は，会

議の構成員としてではなく，事務局の立場として参画するものとします｡ 

(4) 兼務の解消 

   附属機関等の構成員の選任に当たっては，より多くの市民の意見を行政に反映

させるため，特定の人物に偏ることがないよう，その分野における新たな人選に

努めるとともに，推薦団体に対しても推薦の偏りを避けるよう依頼していくもの

とします｡ 



   また，同一人を複数の附属機関等の構成員に重複して選任しようとする場合は，

公募による構成員を除き，原則３機関までとしますが，法令等で構成員を規定さ

れているものや，専門的な特定の分野における人材確保が困難な場合などやむを

得ない場合は，特例として３機関を超える兼務を認めるものとします。 

   なお，公募による構成員の兼務については，２機関を上限とします。 

(5) 就任期間 

   同一の附属機関等において，同一人を再任する場合は，その就任期間の上限を

概ね１０年程度とします｡ 

 

５ 附属機関等の会議の運営 

(1) 会議の公開 

   会議は，函館市情報公開条例第２６条の規定に基づき公開とします。ただし，

同条ただし書に規定する内容を審議するものに該当し，事前に会議に諮って会議

を公開することが適当ではないと認められたときまたは条例等において非公開と

することが定められているときは，会議の一部または全部を非公開とすることが

できることとします。 

   なお，会議の方法等については，別に定めるところによるものとします。 

(2) 会議の開催日時の設定 

   附属機関等の会議の効果的，効率的な運営を図るため，会議の開催に当たって

は，構成員が出席しやすい日時，場所等の設定に配慮するものとします｡ 

 

６ 報酬,謝礼金の支給の取扱い 

(1) 附属機関 

   特別職の職員の給与等に関する条例別表第２に定める附属機関の委員の報酬を

支給します｡ 

(2) その他の会議 

   会議への出席に伴う謝礼金を，報償費で支給できることとします｡ 

(3) 謝礼金の額 

   会議への出席に伴う交通費等として，１回の出席につき５，０００円とします｡ 

なお，特別な事情がある場合や遠方からの出席等の場合は別に定めるものとし

ます｡ 

 

 ※ なお，附属機関等以外の会議（特定の行政事務の執行のために関係する行政 

  機関等が連携を深めるために運用する内部会議，関係者会議など）については，



  謝礼金等の支給は一切できないものとします｡ 

 

   附 則 

この要領は，平成１０年１月３０日から施行する。 

この要領は，平成１２年４月１日から施行する。 

この要領は，平成１３年４月１日から施行する。 

この要領は，平成２１年７月１日から施行する。 

この要領は，平成３０年４月１２日から施行する。 

 



附属機関等の委員の公募に関する取扱い 

（附属機関･その他の会議の設置等に関する取扱要領第４の(１)関係） 

 

１ 公募の対象について 

【応募できる者】 

 ・函館市に居住し，かつ住所を有する者（審議事項が広域にわたる場合を除く｡） 

  で，次に該当する者を除く｡ 

【応募できない者】 

 ・公募する附属機関等の委員として既に構成員を推薦している団体に所属してい 

  る者 

   （当該団体が複数の団体により組織される団体であるときは,役員を務めてい 

    る者に限る｡) 

  ※（注）複数の団体により組織される団体とは，例えば，函館市町会連合会， 

     文化団体協議会等をいう｡ 

 ・３以上の附属機関等の構成員となっている者（応募中のものを含む。） 

 ・成年被後見人または被保佐人 

 ・禁錮以上の刑に処せられ，その執行が終わるまでまたはその執行を受けること 

  がなくなるまでの者 

 ・日本国憲法施行の日以後において，日本国憲法またはその下に成立した政府を 

  暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し，またはこれに加入 

  した者 

 

２ 応募条件 

 ・必要最低限の応募条件を付すことができるものとする｡ 

 
 

 ○○○に関し，知識，経験，関心のある方 

  ＊○○○は，設置目的に関連した事項 

  （例：公害防止に関する知識，経験のある方） 

 

    

  

 ・必要に応じ，性別，年齢等の条件を付すことができるものとする｡ 

 ・５に定めるところにより，女性または青年を優先的に決定しようとするときは，

理由と併せて，その旨を明記するものとする。 

 
 

 △△委員会における女性の委員の割合が市で定める女性登用率の目標値

３５％に達していない（達しない見込みである）ため，女性の応募があっ

た場合は，（公募する○名のうち×名は）優先的に女性の応募者を委員と

して決定します。 

 

    

  



 

 

 
 

 △△委員会においては，その設置目的から，特に若い世代の意見等を必

要とするため，青年の応募があった場合は，（公募する○名のうち×名は）

優先的に青年の応募者を委員として決定します。 

 
 
 

    

  
 

３ 公募の方法 

 ・附属機関等を所管する担当課が個別に公募要領を作成し，公募数，応募条件， 

  募集期間等を明記して行う｡ 

 ・募集は，担当課が市政はこだて等に公募記事を掲載して行う｡ 

 

４ 応募の方法 

 ・応募については，所定の応募申込書に履歴，応募理由，抱負等を記載し，附属 

  機関等の担当課に提出する｡ 

 

５ 公募委員の決定方法 

 ・申込数が公募定数内では，申込者全員を委員として決定し，応募定数を超えた 

  場合は，抽選により決定する｡なお，抽選は公開とする｡ 

 ・女性登用率の目標を達成するため，女性を優先的に決定する枠を設けることが 

できるものとする。この場合においては，募集を行う際に，その旨を明記する 

ものとする。 

 ・女性の申込数が女性優先枠数を超える場合は，まず女性の申込者のみで抽選を 

行い優先枠分の委員を決定したのち，未決定の申込者全員で抽選を行い，残り 

の公募定数分の委員を決定する。 

 ・女性の申込数が女性優先枠数に満たない場合は，女性の申込者全員を委員とし 

て決定し，残りの女性優先枠を含む公募定数分の委員を抽選により決定する。 

 ・申込数が公募定数に達しない場合は，再度公募をするなど，欠員とならないよ 

  う努める｡ 

 ・決定後は，速やかに応募者に対し書面で通知する｡ 

 ・附属機関等の設置目的などから，積極的に青年委員の登用を図る必要がある場合

には，青年を優先的に決定する枠を設けることができるものとする。この場合に

おける取扱いは，女性の優先枠を設ける場合と同様とする。 

 

６ 任   期 

 ・原則，公募以外の委員の任期と同様とする。ただし，補欠の委員として就任する

場合において，前任者の残任期間が１年未満の場合は，任期終了後１回に限り公



募によらず再任できるものとする｡ 

  （例）委員の任期：H8.10.1～H10.9.30 

     公募委員の就任：Ｈ10.3.1(任期はＨ1O.9.30まで～７ヵ月間) 

     ＊残任期間が１年未満となるので，任期終了後１回再任できる｡ 

 ・公募委員が任期終了後において引き続き委員に就任することを希望する場合は， 

  改めて応募してもらうものとする。この場合，再任は妨げない。 

 

【参 考】 

○ 附属機関等の構成員の公募に当たり，公募要領を定める場合の規定すべき基本的

事項を次に示しますが，必要な事項があれば随時規定してください。 



函館市○○委員会(○○会議)委員公募実施要領(案) 

１ 目 的 

  函館市○○委員会（○○会議）（以下「委員会（会議）」という。）の委員を委

嘱するにあたり，市民意見を市政に反映させるため，委員の全部(一部)を市民から

公募することにより，市民参加の機会を提供する。 

２ 公募定数 

 委員会（会議）の公募による委員の定数は，○○人とする｡ 

３ 補欠委員の任期 

  補欠の委員の任期は前任者の残任期間とするが，その期問が１年未満のときは，

 １回に限り公募によらず再任できるものとする｡ 

４ 応募条件 

  市内に居住する年齢○○歳以上の者で○○に関し，知識，経験，関心等のあるも

の。ただし，次の各号のいずれかに該当する者を除く｡ 

 (1) 本委員会に委員を推薦している団体(団体一覧別添)に所属する者 

 (2) 本市の他の委員会の委員を３以上兼ねている者（応募中のものを含む。） 

 (3) 成年被後見人または被保佐人 

(4) 禁錮以上の刑に処せられ，その執行が終わるまでまたはその執行を受けること 

 がなくなるまでの者 

(5) 日本国憲法施行の日以後において，日本国憲法またはその下に成立した政府を 

  暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し，またはこれに加入し 

た者 

５ 応募方法 

  別に定める応募用紙により，郵送または持参により応募する｡ 

  （応募先：○○部○○課 住所       TEL       ) 

６ 広 報 

  応募にあたっては，市広報紙等に応募記事を掲載する｡ 

７ 募集期間 

  平成 年 月 日( )から平成 年 月 日( )まで(当日消印有効) 

８ 決定の方法 

  応募者が定員を超えた場合は公開抽選により決定する｡ 

  当該委員会における女性の委員の割合が附属機関・その他の会議の設置等に関す

る取扱要領４（２）に定める女性登用率の目標値３５％に達していない（達しない

見込みである）ため，女性の応募があった場合は，（公募する○名のうち×名は）

優先的に女性の応募者を委員として決定する。 

  また，応募者が定数に達しない場合の欠員については，再度公募する｡ 

９ 決定結果の通知 

  決定後は，速やかに応募者に対し書面で通知する｡ 



○ ○ ○ 委 員 会 委 員 応 募 申 込 書 
 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

 

氏名 

 男 

・ 

女 

生年月日 

 

年 齢 

     年   月   日 

 

       歳 （平成  年  月 日現在） 

 

住所 

〒   －     

函館市      町   丁目 

    番    号 

（℡    －           ） 

職業  

勤務先  

 

※次の事項については，該当がある場合に記入してください。 
 

所属している団体 

サークル名 

・ 

・ 

・ 

（団体等の役員などに就任している場合は，その役職名も記入してください。） 

 

団体等 

の活動 

の略歴 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

 

職 歴 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

本市の他の附属機関

等の委員への就任状

況（応募中のものを含

む） 

名 称  

□就任中 

（任期   ～   ） 

□応募中 

 



 

 

 

 

 

応 

募 

の 

動 

機 

・ 

抱 

負 

な 

ど 

（○○○委員会の委員に応募する動機・抱負などを必ずご記入ください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



附属機関等の会議の公開に関する取扱い 

（附属機関・その他の会議の設置等に関する取扱要領第５の（１）関係） 

 

１ 公開，非公開の決定方法 

  審議内容が非公開事項に該当するおそれがあると認められるときは，事前に会議

等に諮って，その一部または全部を非公開とすることができる｡ 

  また，審議の議論が進捗する途中において非公開事項に該当するおそれが生じた

場合も会議に諮って非公開にできることとする｡ 

 

２ 会議開催の事前広報 

  附属機関等の会議は，所定の方法により会議名,議題（公開･非公開の別），日時，

場所，傍聴の定員，その他必要とする事項を会議開催日の１週間前までに広報する

こととする｡ 

 

   ○会議開催公表用ファイルの設置 

    市民に会議の開催を事前に広報するため,市庁舎市民ホｰルおよび各支所に会

議開催公表用ファイルを置く｡ 

   ア 会議開催のお知らせの作成 

    附属機関等を所管する担当課は，会議の開催を決定したときは，会議名等を

記載した｢会議開催のお知らせ｣(様式１)を１部作成し，開催日の２週間前まで

に人事課あて送付する｡ 

   イ 人事課は，担当課から｢会議開催のお知らせ｣の送付があった場合は，市民

の閲覧に供する場所に設置した公表用ファイルに｢会議開催のお知らせ｣を綴じ

込み，開催期日の経過したものは廃棄するものとする｡ 

   ウ 人事課は，｢会議開催のお知らせ｣の内容を広報課を通じ，マスメディア（Ｆ

Ｍいるか等）に対し，市民への広報の協力依頼を図るものとする｡ 

 

   ○市広報紙への記事掲載 

     定期的に開催する会議など，掲載が可能なものについては,「市政はこだて」

の活用に努めるものとする｡ 

３ 会議の傍聴 

 傍聴希望者は，会議を傍聴することができることとし，傍聴定員を超えた場合は， 

抽選により決定することとする｡また,傍聴に関しての遵守事項については当該会議 

に諮って決定することとする｡ 



【遵守事項(例)】 

 ア 傍聴者は｢傍聴に関する遵守事項｣を守り,会長等の指示に従って静穏に傍聴し

  なければならない｡ 

 イ 審議の途中において非公開事項に該当するものとして会議が決定した場合は，

  会長等の指示に従って，すみやかに退室するものとする｡ 

 ウ 傍聴者による写真撮影等は，附属機関等の会議に諮って決定するものとする｡ 

 

４ 会議録の作成 

 附属機関等は，公開，非公開にかかわらず，会議終了後，速やかに会議録を作成す

るものとし，公開に係る会議の会議録は，情報公開条例の規定に基づき，適切に対応

するものとする。 

 会議録は，会議の名称，日時，場所，会議における発言の要旨をとりまとめ，附属

機関等の会議で確認を得るものとする｡ 

 ただし，次回の会議開催まで１月以上を要する場合は，各委員への持ち回り等で 

確認することができるものとする｡ 



会 議 開 催 の お 知 ら せ 

 

１ 会議名  第１回函館市○○協議会 

２ 開催日時 平成１３年 ９月２０日（木） １４：００～ 

３ 開催場所  函館市庁舎８階大会議室 

４ 議題および公開・非公開の別 

 （１）○○の運営状況について（１月～７月分）（公開） 

 （２）○○制度運営上の諸課題について（公開） 

 （３）○○に係る申請の認可について（非公開） 

 （４）その他（公開） 

５ 非公開の理由 

議題（３）については○○に係る認可の審査を行うため 

                  ※ 弾力的な運用に徹すること 

６ 傍聴の定員  ○○名程度    ※ 定員についても，できるだけ多い人数の

設定とすること 

７ 傍聴手続に係る特記事項 

 

 ・傍聴を希望される方は，会議開催の１０分前までに開催場所へお集まりいただき， 

  所定の手続をとってください。 

 

・傍聴定員を超えた場合は，抽選により傍聴者を決定します。 

 

８ お問い合わせ先 

   ○○部○○課○○係  （電話 ○○－○○○○） 

９ その他 

  ・傍聴者は会議での発言ができません。 


